
(1) 地域福祉の推進

⑥コミュニティソーシャルワーカー配置

(2)

・生活保護に至る前の経済的に困窮している方を対象とした，総合相談や就労支援等の自立支援事業
　を実施する。

・自立相談支援機能強化のため，仙台市生活自立・仕事相談センター「わんすてっぷ」にアウトリー
　チ支援員を配置する。

・生活困窮者に対して，就労機会の提供や就労訓練を行う認定事業所を増やすため，その担い手とな
　る企業等の開拓を進める。

・家計に課題を抱える生活困窮者等に対し，家計の状況を適切に把握しその改善の意欲を高めるとと
　もに，自ら管理ができるように支援する。

認知症や知的障害，精神障害等で判断能力が十分でない方が地域で自立した生活を送ることができる
よう，福祉サービスの利用援助等を行う。

⑤成年後見制度利用促進

(121,824 千円）

仙台市社会福祉協議会にコミュニティソーシャルワーカーを配置し，地域住民が抱える生活上の様々
な課題に対する相談支援を行うとともに，地域の支援機関や団体とのネットワーク構築などを図ること
で，地域課題解決に向けた住民主体の活動についての支援を強化する。

⑦民生委員活動費等 222,736 千円 (214,081 千円）

低所得者への支援 384,825 千円 (452,192 千円）

23,458 千円 (23,874 千円）
認知症や知的・精神障害を抱えた方が安心して生活することができるように，成年後見制度等権利擁

護に係る専門職相談や広報啓発，市民後見人支援等を強化する。

罪を犯した人が地域生活を再開するにあたり，必要な支援につながることができる環境づくりを推進
する。

⑫24時間対応包括的相談支援 12,336 千円 (12,336 千円）
属性を問わず居所のない方の一時受け入れを行っている施設「ひなたぼっこ」の入所者の居住支援等

実施後の地域生活定着支援を強化する。

(405 千円）

民生委員児童委員が活動を行うための交通費等として活動費を増額のうえ支給するとともに，各種研
修会を実施し，民生委員児童委員の対応力向上を図る。

⑧民生委員協力員制度 1,679 千円 (2,574 千円）
　民生委員児童委員活動をサポートする協力員制度を実施する。

支援を要する高齢者や障害者等が住み慣れた地域で安心して自立した生活を送ることができるよう，
民生委員等と連携し，安否確認や生活支援を行う活動について支援を行う。

④日常生活自立支援事業費補助 157,981 千円 (152,554 千円）

①せんだい支えあいのまち推進プラン推進 270 千円 (230 千円）
地域共生社会の実現に向けて，地域でともに支えあう仕組みづくりや保健福祉サービスの円滑な利用

が促進されるよう，「せんだい支えあいのまち推進プラン」を推進する。

②ボランティアセンター運営費補助 75,093 千円 (69,611 千円）

令和６年度 仙台市健康福祉局主要事業（当初予算）

令和６年度予算額 （令和５年度当初予算額）

１　地域福祉の推進

646,484 千円 (620,727 千円）

ボランティアの全市的振興と地域福祉推進を図るための活動拠点として設置されているボランティア
センターの運営について支援を行う。

③小地域福祉ネットワーク推進事業費補助 19,276 千円 (19,276 千円）

129,412 千円

災害時に安否確認や避難支援といった地域の支援を必要とする方の申し出を受け，災害時要援護者と
して登録し，その情報を町内会などの地域団体へ提供することにより，地域の避難支援体制づくりを推
進する。

⑩ひとにやさしいまちづくり推進 824 千円 (824 千円）
建築物，道路等の施設を，社会生活上の行動に制約を受けている人たちにも円滑に利用できるように

するための整備等を促進する。

⑪再犯防止推進 405 千円

(3,138 千円）

①生活困窮者自立支援 243,287 千円 (303,897 千円）

⑨災害時要援護者情報登録 3,014 千円
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令和６年度予算額 （令和５年度当初予算額）

(1) 障害理解の促進と権利擁護の推進
　
①障害者差別解消

②パラリンピックを契機とした障害理解・交流促進

③芸術活動を通じた障害者の生きがいづくり【新規】

④精神保健福祉対策

(2) 障害児支援の充実

①発達評価体制強化

②発達相談・支援総合情報提供

③障害児施設給付・措置

④児童発達支援センター運営支援
⑤児童発達支援施設運営管理
⑥発達障害児緊急対応

⑦発達障害児者支援体制整備

⑧医療的ケア児者等支援体制整備

⑨就学前療育支援推進

⑩児童発達支援センター障害児等保護者支援推進事業【新規】

・新たにポータルサイトを構築し，庁内外の障害福祉イベント・関連事業情報，障害のある方が働い
　ている常設店舗や事業所ＥＣサイト等の情報を集約することで，各事業間のつながり・波及効果を
　生み出す「障害理解普及の入口」とする。【新規】

発達に不安を抱える未就学児やその保護者への支援体制をさらに整えるため，地域の保護者や施設か
らの相談及びペアレント・プログラムや初期支援プログラムを活用した啓発・相談を実施する。

1,416 千円 (1,130 千円）
重症心身障害・医療的ケア児者の現状と課題を共有し，医療・福祉・教育等のネットワークを構築す

ることで，支援体制の整備を図る。

82,202 千円 (57,560 千円）

1,825 千円 (1,825 千円）
行動障害等を有する発達障害児の緊急一時保護を行うため，年間を通じてショートステイ実施事業所

に受け入れ枠（１人分）を確保する。

104,238 千円 (89,907 千円）

・発達障害者支援地域協議会，発達障害児者自立支援事業等を実施する。

6,780,734 千円 (6,019,187 千円）
　放課後等デイサービス等の障害児通所給付・障害児入所給付・措置委託等を行う。

4,103 千円 (6,762 千円）
658,185 千円 (653,493 千円）

・相談の中でより頻回な相談支援が必要な場合の繋ぎ先である「自閉症児者相談センター(ここねっ
　と)」の相談件数増への対応のため，相談員の増員を図る。【新規】

574 千円 (778 千円）
　発達障害に関する医療相談をはじめ，発達相談支援センターの評価体制を強化する。

416 千円 (413 千円）
　発達に関する相談窓口や支援施策等の情報を網羅したパンフレットを作成する。

・障害当事者講師による企業・団体向け「障害理解サポーター養成研修」の対象を小・中学生まで拡
　大する等，各種啓発を行う。

・改正障害者差別解消条例に基づき障害理解の普及啓発を行う。

5,702 千円 (5,580 千円）
障害者スポーツの普及や競技力向上，市民への啓発イベント等を通じ，パラリンピックを契機とした

障害理解のさらなる促進を図る。

7,665,651 千円 (6,831,055 千円）

2,067 千円 （　―　）
公募展への助成をするとともに市役所本庁舎の仮囲いをアート展示に活用することで，市民への障害

理解を図る。

16,960 千円 (17,308 千円）
・精神疾患に対する正しい知識と理解をもった「心のサポーター」を養成し，地域における市民の見
　守りや支え合いを広げ，精神疾患の予防や早期発見・早期治療を推進する。【新規】

・精神障害のある方からのこころの相談への対応を行うほか，精神科病院への実地指導や措置入院に
　関する対応を行う。

(42,488 千円）

18,825 千円 (19,600 千円）

②路上生活者等支援 141,538 千円 (148,295 千円）

・路上生活者等に対し，自立支援等を行う施設の設置・運営，巡回相談員の配置による相談・助言，
　シャワー提供による衛生状況改善等の支援を行い，路上生活からの脱却や自立した生活の定着を図
　る。

・住まいを失った生活困窮者に対して一時的な個室型の宿泊場所を供与するとともに，福祉事務所等
　と連携し居宅の確保や地域定着を支援する。

２　障害者保健福祉の推進

43,554 千円
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令和６年度予算額 （令和５年度当初予算額）

(3) 地域生活支援体制の充実

①地域生活支援拠点整備

②相談支援事業

③重度障害者コミュニケーション支援

④視覚障害者支援

⑤高次脳機能障害者支援

⑥入院時コミュニケーションサービス

⑦在宅重度身体障害者訪問入浴サービス

⑧医療的ケア障害児者等支援

⑨医療的ケア障害者対応型グループホーム運営費補助

⑩精神障害者地域社会交流促進

⑪精神障害者家族支援

⑫精神科救急システム整備

⑬自殺総合対策推進
・自殺対策の重点対象である若年者（39歳以下）や勤労者の自死抑制に向け，若年者向けの相談窓口
　やゲートキーパーに関する普及啓発，職場内ゲートキーパー養成に取り組むほか関係機関間の連携
　強化に向けた官民協働プラットフォームを設置する。【新規】

48,946 千円 (47,564 千円）

・自殺対策推進センターを設置し，保健・福祉・医療・労働・教育・警察等関係機関と連携を図りな
  がら，自死予防についての普及啓発や人材育成，ならびに自死を考えている方や自殺未遂者など幅
  広い方への相談支援に取り組む。

・若年者の身近なコミュニケーションツールであるＳＮＳを活用し，様々な困りごとや悩みに関する
  相談窓口を通年で設置し，相談体制の充実を図る。

・自死の予防を目的に弁護士等による対面相談を行い，対面相談後に困りごとの解決に向けたソーシャ
  ルワーカーによる伴走型支援を提供する。

精神障害者の家族が抱える悩み等に対応するため，ピア家族相談員を養成する研修を実施するととも
に，相談員を活用した相談の機会の確保を図る。

59,311 千円 (58,746 千円）
　24時間365日対応の精神科救急医療体制を県・市共同で運営実施する。

医療的ケアが必要な重症心身障害者が，住み慣れた地域で生活していくことができるようグループ
ホームの運営費を補助する。

7,893 千円 (7,897 千円）
精神疾患や精神障害に対する偏見や差別の解消を図るため，精神障害者が自らの病の体験等を発信す

る講演会を開催する。

994 千円 (994 千円）

入浴に全面介助を必要とする重度の身体障害者，難病患者等の自宅に訪問入浴車を派遣し，入浴の介
助を行う。

21,345 千円 (17,493 千円）

・医療的ケアを要する障害児者が円滑に利用できるよう医療型短期入所事業所の空床の常時確保や，
　事業所間連携強化等のためのコーディネーターを配置するほか，福祉型短期入所事業所に看護師を
　配置する費用を補助する。

6,956 千円 (6,820 千円）

・医療的ケア児者や重症心身障害児者等が在宅で安心した生活を送ることができるよう，医療機関や
　介護老人保健施設に対して医療型短期入所事業所の開設支援を行う。【新規】

脳損傷の後遺症である高次脳機能障害者及びその家族が安心して地域で生活できるよう，総合相談や
普及啓発を含めた研修会などを実施する。

643 千円 (350 千円）
意思疎通の困難な入院中の重度障害者に対し，医療スタッフとのコミュニケーションを円滑にするた

めの支援員の派遣を行う。

93,408 千円 (90,727 千円）

意思表出に高い困難性を持つＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）等の進行性難病患者や重度障害者のコ
ミュニケーション支援を実施する。

34,740 千円 (34,186 千円）
視覚障害者が安心して地域で暮らすことができるよう，相談支援，就労支援及び余暇活動支援等の支

援を行うほか，生活訓練や交流会・研修会を実施する。

311 千円 (319 千円）

・複合的な課題を抱える障害児者やその家族への支援を強化するとともに相談支援事業所等の人材育
　成を行い，相談支援体制の充実を図る基幹相談支援センター事業を実施する。

25,132 千円 (25,819 千円）

13,740 千円 (13,092 千円）
在宅で生活する障害児者及びその家族が住み慣れた地域で安心して生活できるよう，緊急時の相談支

援及び受け入れ等のコーディネートを行う。

424,922 千円 (367,387 千円）
・障害児者と家族が安心して地域で生活できるよう各種相談事業を実施する。

児童発達支援センターにおいて，通常の療育時間を延長し児童の療育を実施することで，障害児（重
症心身障害児・医療的ケア児等）の保護者の就労支援を行う。

7,515,293 千円 (6,966,431 千円）

31,958 千円 （　―　）
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令和６年度予算額 （令和５年度当初予算額）

⑭ひきこもり者地域支援

⑮難病患者サポート

⑯補装具費支給等

⑰障害者自立支援医療給付

⑱指定難病医療費助成

(4) 社会参加と就労の充実

①障害者就労支援センター運営

②障害者就労プロモート

③障害者施設自主製品販売促進事業助成

④障害者在宅就労支援

⑤障害者雇用促進

⑥福祉的就労ステップアップ

⑦障害者スポーツ振興
⑧重度障害者等就労支援

(5) 安心して暮らせる生活環境の整備

①介護給付・訓練等給付

・ひきこもり状態にある方や困難を抱える若者を対象にした，オンラインの居場所を開設し，同じ悩
　みを抱える方同士の交流や専門職による個別相談を提供する。あわせて，不登校児童生徒に向けて
　は，オンラインを活用した居場所及び学習支援を提供する。【新規】

・ひきこもりに関する支援情報について，ポータルサイトや広報物による発信に取り組むほか，ひき
　こもり支援ニーズ調査で把握したひきこもり状態にある方に対して，個々のニーズに応じた支援を
　行うためのフォローアップを行う。【新規】

・外部有識者で構成するひきこもり支援体制評価委員会において，支援ニーズ調査結果を踏まえた支
　援プログラムの検討を行うほか，ひきこもり支援に関するネットワーク形成に向け，医療，保健福
　祉，就労分野等の関係機関によるネットワーク会議を行う。【新規】

23,438,747 千円 (21,856,967 千円）

22,834,630 千円 (21,124,685 千円）

77,186 千円 (72,348 千円）
4,089 千円 (4,556 千円）

常時介護を必要とする重度障害者等のうち，働く意思と能力がありながら就労できない方に対し，通
勤中・就業中にも日常生活に係る支援を行うことで，就労機会を拡大し，障害者の社会参加を促進す
る。

11,805 千円 (12,003 千円）
　障害者雇用の促進のため，知的障害者チャレンジオフィスの運営を行う。

6,364 千円 (6,381 千円）
福祉事業所利用者の工賃向上のため，自主製品の販売促進，販路拡大等の支援を行うほか，福祉事業

所が企業等からの業務受注に向けたマッチング支援を行う。

6,843 千円 (6,867 千円）
障害のある方が製作する製品の販売促進を目指し，販売機会の提供や障害者の販売業務訓練等を実施

する。

1,402 千円 (1,402 千円）
　在宅就労に必要な知識・技術取得のためのセミナーを実施する。

59,600 千円 (59,600 千円）
　求職者や企業等に対し，相談，援助，啓発等を行うことにより，障害者の就労を総合的に支援する。

1,484 千円 (1,487 千円）
企業や市民の障害者就労に関する理解を深め，障害者雇用促進を図ることを目的として，「障害者雇

用促進セミナー」を開催する等の取組みを行う。

　心身の障害を除去・軽減するための医療費の自己負担額の一部を給付する。

2,544,662 千円 (2,261,873 千円）
　指定難病患者に係る医療費の自己負担分の一部を助成する。

168,773 千円 (164,644 千円）

各区の看護師による訪問相談等を行うほか，難病サポートセンターにおいて，難病患者を対象とした
相談支援や医療相談会，ピアカウンセリング等を実施する。

342,768 千円 (347,389 千円）
身体障害者等を対象に，補装具等の購入・修理等費用を支給するほか，難病患者等に対して補装具等

の賃借費用を助成する。

3,813,839 千円 (3,584,928 千円）

・ひきこもり状態にある本人やその家族に対して，電話・訪問等による相談支援や，関係機関との連
　携，ひきこもり青少年等に対する就労，社会参加プログラムの提供により適切な支援を行う。
　また，ひきこもり支援ニーズ調査で把握したひきこもり状態にある方への相談対応を強化するため，
　ひきこもり地域支援センターの人員を増員し，体制強化を図る。【新規】

・中高年ひきこもり者が，安心して対人交流できる居場所を提供し，状態にあわせた支援プログラム
　の充実を図り，社会参加を促進する。

・ひきこもり状態にある子や障害のある子を介護する親を対象に学習会や相談会を実施し，親なきあ
　との経済的な悩みや不安の解消を図る。

14,408 千円 (14,414 千円）

61,275 千円 (86,433 千円）
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令和６年度予算額 （令和５年度当初予算額）

②精神障害者社会復帰施設運営管理
　障害福祉サービス事業所（３ヶ所）の運営管理を行う。

③障害者小規模地域活動センター運営費補助
④障害福祉サービス事業所等整備費補助

⑤グループホーム開設支援

⑥強度行動障害支援者養成研修費補助

⑦障害者施設等の維持補修・改修等
・太白・宮城野障害者福祉センター空調機更新工事

・泉ひまわりの家長寿命化工事

・その他維持修繕，備品購入等

⑧障害福祉分野のＩＣＴ導入モデル事業

⑨障害福祉サービス事業所等環境整備費補助

⑩障害福祉サービス人材確保・定着

⑪障害者相談支援事業所（ぴぼっと支倉）大規模改修

(6) 障害福祉事業関連事務の効率化【新規】

(1) 高齢者の健康と元気を応援する地域づくりや活動への支援の充実

①高齢者生きがい健康祭（スポーツ交流大会）の開催

②全国健康福祉祭（ねんりんピック）への選手派遣

(2) 高齢者が生涯活躍することのできる環境の整備

①多彩な生涯学習の展開

・求職者や学生が障害福祉分野の仕事を知る「入口」のツールとして，お仕事紹介リーフレットを作
　成し，各種学校や関係機関に配布する。【新規】

・障害福祉に携わる人材の確保と定着を目的として，事業所向けセミナーや障害福祉事業所職員及び
　学生を対象とした交流イベント等を開催する。

156,166 千円 （　―　）

2,061 千円 (624 千円）

71,741 千円 (31,882 千円）

300 千円 (300 千円）
仙台市グループホーム連絡会が実施するグループホームの整備促進及び支援の質の向上を目的とする

研修にかかる経費の補助を行う。

1,170 千円 (1,170 千円）

157,673 千円 (173,578 千円）
7,357 千円

407,438 千円 (405,430 千円）

13,601 千円 (11,370 千円）
スポーツの交流大会をはじめ，健康や福祉に関する多彩なイベントを開催する全国健康福祉祭に，仙

台市選手団を派遣する。

4,474,403 千円 (3,346,545 千円）

16,601 千円 (14,370 千円）

3,000 千円 (3,000 千円）
高齢者がスポーツや文化活動を通じて心身の健康を保ち，積極的に社会参加することを促進するた

め，開催費用の一部を負担する。

３　高齢者保健福祉の推進（介護保険事業特別会計を一部含む）

各区等の事務の本庁集約とデジタル技術活用による効率化を進め，負担を軽減することで，適
正な事務執行と市民サービスの向上を図る。

12,750 千円 （　―　）
障害福祉サービス事業所等における業務効率化及び職員の業務負担軽減を推進するため，障害福祉

サービス事業者等がＩＣＴを導入する際の経費を助成する。

6,300 千円 (8,350 千円）
介護負担軽減・労働環境の改善・生産性の向上等を図るため, 障害者支援施設等がロボット等を導入

するための経費を助成する。

グループホーム等の職員を対象に研修受講費及び代替人件費を補助し，事業所での強度行動障害者の
支援体制整備を促進する。

170,481 千円 (131,440 千円）

・グループホーム整備促進のため，自動火災報知機やスプリンクラー，耐火隔壁等の整備に要する費
　用の補助を行う。

・グループホームにおける強度行動障害者の受入促進のため，入居者の行動特性に応じた補強や，設
　備の補修等に要する費用の補助を行う。

　ホームヘルプ，生活介護等の介護給付及び就労継続支援，グループホーム等の訓練等給付を行う。

174,284 千円 (173,377 千円）

(211,561 千円）
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令和６年度予算額 （令和５年度当初予算額）

②社会参加活動の促進

(3) 自立した生活を続けるための生活支援体制づくりの充実

①日常生活を支援するサービスの提供

②高齢者の虐待防止と権利擁護の推進（特別会計）

③多様な居住環境の整備

(4) 地域の多様な主体が連携する地域ネットワークづくりの推進

①地域の見守りや支え合い活動の充実に向けた支援

②専門職の力を生かした高齢者の在宅生活の支援（特別会計）

③地域包括支援センターによる支援の充実

(5) 認知症の人が希望を持って自分らしく暮らし続けることができる取組みの推進

85,103 千円 (82,738 千円）

・講演会の開催やパンフレットの配布等により，在宅医療・終末期医療等の普及啓発を行う。

1,311,333 千円 (1,288,881 千円）
・圏域の見直しのため，新たにセンター（松陵）を設置するほか，圏域の高齢者人口の増加に対応し，
　センター（富沢）に職員を追加で配置するなど，地域包括支援センターの適切な運営を図る。

・地域住民同士が気軽に集い仲間づくりの輪を広げる通いの場や住民同士で支え合う地域活動など，
　圏域ごとの固有の情報を関係者間で共有・管理することが可能なシステムを導入し，地域住民に必
　要な支援や地域活動等の創出につなげられるよう地域包括支援センターの相談支援体制を強化する。
　【新規】

・共通する地域課題の把握・分析や，支援の担い手である団体間での連携強化などの役割を担う第１
　層生活支援コーディネーターを配置する。

・住民主体による訪問型の生活支援活動を行うボランティア団体等に対し，運営費補助を行うことで，
　団体の継続性や発展性を支援する（特別会計）。

26,114 千円 (21,413 千円）
・地域包括ケアシステムの実現に向け，地域ケア会議の充実のほか，高齢者の在宅生活を支えるため
　の在宅医療・介護関係者の連携体制の充実を図る。

・医療・介護関係者や，各種専門職等が参加する連絡会を設置し，医療介護連携を含む地域包括ケア
　システムの深化に向けた課題の把握や検討を行う。【新規】

　高齢者が在宅で安全で快適な生活を送ることができるよう，住宅の改造費用を助成する。

1,378,369 千円 (1,350,994 千円）

40,922 千円 (40,700 千円）
・住民主体による訪問型生活支援活動を促進するため，新規ボランティア団体等の立上げと団体の持
　続可能な活動に向けた支援を生活支援コーディネーターと連携しながら行う。

高齢者が地域の中で孤立することなく，住み慣れた地域で生活を続けることができるよう，高齢者食
の自立支援サービス（特別会計）のほか，介護用品の支給（特別会計），ひとり暮らし高齢者等緊急通
報システムの運営等を行う。

8,368 千円 (8,573 千円）
成年後見人等の市長申立てや報酬助成などの成年後見制度利用支援を行うほか，適時適切な制度利用

につなげるための担当職員の研修等を実施する。

6,410 千円 (4,414 千円）

・市民に身近な地域の商業施設内スペースを活用し，生きがい・健康づくりのプログラムを実施する
　ことで，健康やウェルビーイングに対する意識を醸成し，健康寿命の延伸を図る。

・老人福祉センター２館におけるｅスポーツの体験会の開催のほか，地域住民の自主的活動の支援な
　どにより，健康づくりや生きがいづくりを推進する。

219,872 千円 (218,614 千円）

205,094 千円 (205,627 千円）

高齢者の生きがいづくりを支援するため，老人福祉センターやシルバーセンターにおいて生涯学習の
場を提供するほか，さまざまな文化活動への支援等を行う。

4,066,965 千円 (2,941,115 千円）
・高齢者の社会参加活動を促進するため，高齢者の就労支援に向けた取組みのほか，老人クラブ連合
　会・単位老人クラブ・老人つどいの家（好日庵）運営に対する助成，敬老乗車証の交付等を行う。

・公共施設総合マネジメントプランに基づき，シルバーセンター及び高砂老人福祉センターの大規模
　改修工事を行う。【新規】
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令和６年度予算額 （令和５年度当初予算額）

①認知症への理解の促進と本人からの発信への支援

②医療・介護専門職等の連携による認知症への対応力の強化

(6) 介護人材確保（特別会計）

(7) 介護保険事業の円滑な運営（特別会計）

①介護サービス情報の公表

②要介護認定効率化【新規】

(1) 介護予防・生活支援サービス（特別会計）

①訪問介護型・生活支援訪問型サービス
②通所介護型・生活支援通所型サービス
③訪問・通所連動型短期集中予防サービス【新規】

④介護予防ケアマネジメント

(2) 一般介護予防

　65歳以上の全ての方を対象に，介護予防（健康づくり）の取組みを支援する。
①介護予防把握（特別会計）

②介護予防普及啓発（特別会計）

96,488 千円 (94,608 千円）

・支援を必要とする方の把握のため，節目の年齢の方にフレイルチェック・豊齢力チェックリストを
　送付し，介護予防活動につなげる。

82,112 千円 (85,583 千円）
・介護予防月間，地域包括支援センターによる介護予防教室，シニア世代向け介護予防栄養講座等の
　事業を行う。

189,690 千円 (191,309 千円）

1,999,745 千円 (1,804,664 千円）
15,093 千円 (10,629 千円）

・フレイル状態になる可能性の高い高齢者を早期に発見するため，生活の場にリハビリテーション専
　門職等が出向いてアウトリーチ支援を実施する。

要介護・要支援認定に係る認定調査業務において，認定調査システムを導入し，デジタル化による業
務効率化及び業務負担の軽減を図る。

3,206,891 千円 (2,921,674 千円）

要支援認定を受けた方及び65歳以上で豊齢力チェックリストの判定に該当した方を対象に，介
護予防と自立支援を目的とした一人ひとりの生活ニーズに応じた適切なサービスを提供する。

853,012 千円 (781,259 千円）

339,041 千円 (325,122 千円）

　生活機能が低下している高齢者に対し，短期間（３か月），リハビリ専門職等が集中的な支援を行う
ことで，機能回復を図ると共に社会参加等につなげ，高齢者の自立を推進する。
　※令和５年度当初予算額は，訪問型短期集中予防サービスと通所型短期集中予防サービスの合算額。

４　介護予防・日常生活支援総合事業（介護保険事業特別会計を一部含む）

35,735 千円 (24,697 千円）
要介護者等が介護サービス事業所の提供するサービス内容等を比較・検討して，適切に選択するため

の情報を提供する。

41,080 千円 （　―　）

認知症介護家族交流会や介護講座，電話相談等のほか，認知症の人または可能性のある人等が行方不
明になった際の早期発見のため，情報配信を行う。

31,925 千円 (7,989 千円）

76,815 千円 (24,697 千円）

将来にわたり介護サービスを安定的に提供できるよう，関係団体等との連携のもと，外国人材
も含む多様な人材の確保を図る。

・認知症の人が希望を持って暮らせるよう，認知症の正しい知識と認知症の人に対する理解の普及啓
　発や，認知症の人と家族，認知症サポーターやパートナーらが，一体的に活躍できる地域づくりを
　推進していく（特別会計）。【新規】

47,190 千円 (46,386 千円）

　認知症の人とその家族を支える体制を整備するため，認知症初期集中支援チームの配置（特別会
計），また，介護専門職への認知症に関する研修の実施・地域医療支援に加え，認知症疾患医療セン
ターによる診断後の支援を継続するために人員体制を確保し，運営費助成を行う。

③認知症の人や家族が自分らしく暮らし続けることのできる支援の充実（特別会計）
5,389 千円 (5,175 千円）

32,524 千円 (31,177 千円）

・認知症の普及・啓発のため，認知症カフェ等に当事者を講師として派遣する認知症ピアサポート活
　動支援を実施するほか，認知症対策推進会議の運営（特別会計）や認知症地域支援推進員の研修
　（特別会計）等を行う。
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令和６年度予算額 （令和５年度当初予算額）

③担い手づくり・活動の場づくり

④地域リハビリテーション活動支援（特別会計）

(1) 高齢者福祉施設等整備事業費補助

①施設整備応募事業者公認会計士調査委託
②小規模多機能型居宅介護事業所建設費補助【新規】

③看護小規模多機能型居宅介護事業所建設費補助【新規】

④（参考）特別養護老人ホーム建設費補助

(2) 高齢者福祉施設等開設準備経費補助

(3)

(4) 介護人材確保（特別会計）（再掲）

①人材確保力向上と定着促進

②多様な人材の活用促進【新規】

・事業者の採用力向上や職員の定着のためのマネジメント力向上に向けたセミナーを実施する。

・事業者が合同企業説明会等に出展する費用を支援し，人材確保の機会を創出する。【新規】

・介護事業所における職員の資格取得を支援する。

・介護従事者が相談しやすい電話相談窓口を運営する。

・新任介護関係職員交流会・中堅介護職員研修会を実施する。

4,013 千円

319,662 千円 (293,650 千円）

・地域の通いの場や地域包括支援センターにリハビリテーション専門職を派遣し，様々な側面から地
　域の介護予防の取組みを強化する。

・活動が停滞している地域の通いの場等へ健康運動指導士等を派遣し，活動の再開や活性化を図る。

223,613 千円 (311,016 千円）

109,800 千円 （　―　）
　民間事業者が行う小規模多機能型居宅介護の整備に要する経費に対し，補助金を交付する。

　民間事業者が行う看護小規模多機能型居宅介護の整備に要する経費に対し，補助金を交付する。

109,800 千円 （　―　）

将来にわたり介護サービスを安定的に提供できるよう，関係団体等との連携のもと，外国人材
も含む多様な人材の確保を図る。

7,111 千円 (7,160 千円）

５　介護サービス基盤整備・介護人材確保（介護保険事業特別会計を一部含む）

(5,016 千円）

　介護予防活動を実践する地域のグループの立ち上げと継続的な活動に向けた支援を行う。

2,845 千円 (2,845 千円）

・デジタル機器を活用してフレイルチェックを行い心身の状態を見える化することで，より多くの高
　齢者に介護・フレイル予防に取り組んでいただけるよう普及啓発を促進する。【新規】

・地域でフレイルチェックを行うサポーターやトレーナーを養成し，通いの場等において総合的なフ
　レイルチェックを展開する。

・検査から判定のプロセスにＩＣＴを活用し，フレイルのリスク度を数値化することで，フレイル状
　態となっている高齢者の早期発見，必要な支援に繋げる。

8,245 千円 (8,273 千円）

・加齢性難聴に対する意識啓発や，早期の適切な対応に係る支援体制の構築を行い，高齢者の社会参
　加促進やフレイルの予防に繋げる。【新規】

・介護予防が必要な65歳以上の方が地域で気軽に運動習慣等を身につけることができるよう介護・フ
　レイル予防の推進につながる教室を開催する。【新規】
　※令和５年度まで介護予防・生活支援サービスにて元気応援教室として実施していたものを，令和
　　６年度から一般介護予防の介護予防普及啓発に移行して実施する。

市民及び関係事業所に小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護事業に係る
サービス内容や対象者の周知啓発を図ることで更なる利用や整備促進につなげる。

小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護事業に係る周知啓発等【新規】

168 千円 （　―　）

31,925 千円 (7,989 千円）

―　 (306,000 千円）

24,300 千円 （　―　）
・介護助手の募集等に要する経費を支援し，多様な人材の確保を促進する。

・潜在介護福祉士を対象とした再就業支援セミナーを開催し，介護現場への復職を支援する。

・外国人材を受け入れる事業者が，民間アパートを宿舎として用意する場合の家賃を支援する。

・事業者が外国人材の介護福祉士養成校就学に係る費用を負担する場合の費用を補助する。

・外国人材の受入れに当たり，事業者が負担する諸経費を補助し，手続面での経済的負担の軽減を図
　る。
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令和６年度予算額 （令和５年度当初予算額）

③介護職の魅力発信等

(1) いきいき市民健康プラン推進等

①「健康の都 せんだい」を推進する一体的な健康づくり【新規】

②生活習慣病予防

④歯と口の健康づくり

⑤受動喫煙防止対策推進

⑥被災者健康支援

⑦がん患者医療用ウィッグ購入費助成

⑧健康増進センター大規模改修【新規】

(2) 総合健康診査等

①基礎健康診査・各種がん検診等（一般会計負担分）

②特定健康診査・特定保健指導（特別会計負担分）

(3) 高齢者保健事業と介護予防の一体的な実施【新規】

(4) 栄養改善・食育推進

①訪問栄養指導・給食施設指導等

　将来の介護の担い手となる小・中学校をはじめとした出前授業を実施する。

　公共施設総合マネジメントプランに基づき，健康増進センターの大規模改修工事を行う。

35～39歳・75歳以上の後期高齢者・35歳以上の生活保護受給者等を対象とした基礎健康診査及び各種
がん検診・骨粗しょう症検診・歯周病検診等を行う。

（　―　）

後期高齢者を対象に，健診・医療・介護のデータ分析結果を踏まえた保健指導や，通いの場等
における健康教育等を実施する。

3,000 千円

772,509 千円 (793,615 千円）
　40～74歳の国保被保険者を対象に，生活習慣病予防のための特定健診・保健指導を実施する。

7,812 千円 (6,105 千円）

6,263 千円 (4,660 千円）

2,792,438 千円 (2,798,109 千円）

壮年期から高齢期までライフステージに応じた健康診査を行うとともに，国民健康保険の保険
者として特定健診・各種保健指導事業を実施する。

2,019,929 千円 (2,004,494 千円）

健康的な食生活の実践への支援として，妊産婦，乳幼児から成人までの全年齢を対象とし，訪問によ
る個別相談，集団指導等を行う。また，給食施設を対象とした研修会の開催及び施設巡回による個別の
指導・助言を行い，適切な給食管理・栄養管理を支援する。

(10,576 千円）

糖尿病やがん等の生活習慣病発症予防や健診受診の啓発，健康リスクを抱える人への健康教育や個別
相談等の支援を行う。また，メタボ予防・改善を目的に市民の行動実践につながる働きかけとして
ウォーキングイベント等を開催するほか，人工透析の新規導入患者数の減少に向け，保健指導の手法の
確立や医療機関の連携体制の構築を推進する。

③心の健康づくり 5,789 千円 (5,776 千円）

6,000 千円 (6,020 千円）
　医療用ウィッグ購入費の助成を行う。

394,537 千円 （　―　）

心の健康課題の多い働き盛り世代をターゲットに，関係団体等と連携しながら心の健康づくり・自殺
予防の啓発を推進する。

3,200 千円 (3,018 千円）

分かりやすい歯科保健情報や具体的な実践方法の普及啓発により，むし歯や歯周病予防に向けた総合
的な歯科保健対策の推進を図る。また，保育・教育施設における歯と口の健康づくり活動への支援を行
う。

999 千円 (905 千円）

11,382 千円

たばこの健康影響について，若い世代や子育て世代への啓発を強化するとともに，改正健康増進法に
基づく受動喫煙防止対策を推進する。

2,899 千円 (2,899 千円）
被災された方々の心と身体の健康状態を把握し，健康づくりや介護予防，心のケアなど一人ひとりの

状況に合わせたきめ細かな健康支援を行う。

６　ヘルスケア向上推進（国民健康保険事業特別会計を一部含む）

450,852 千円 (29,194 千円）

・本市への外国人材の誘致を図るため，現地の送出機関への働きかけを行い，受入環境の機運醸成を
　図る。

514 千円 (829 千円）

ＰＨＲの利活用や未来型健康フォーラムの実施等により，市民の健康づくりを推進する機運醸成や健
康づくりの環境整備を図る。

26,046 千円 （　―　）

・外国人材の受入れに当たり，事業者が負担する諸経費を補助し，手続面での経済的負担の軽減を図
　る。
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令和６年度予算額 （令和５年度当初予算額）

②仙台市食育推進計画（第３期）計画推進・食育啓発等

③食環境整備【新規】

(1) 救急医療電話相談（＃7119）

(2) 休日夜間診療所の運営管理

(3) 病院群当番制運営

①病院群当番制運営
②病院群当番制運用の見直し・強化

(4) 小児科病院群輪番制運営

(5) 仙台オープン病院救急センター運営費補助

(6) 在宅医療推進支援【新規】

(7) 在宅医療・介護連携（特別会計）（再掲・３⑷②に含む）

①医療・介護の連携を強化する地域包括ケア連絡会（仮称）【新規】

②その他在宅医療・介護連携

(8) 在宅医療等の理解促進（特別会計）（再掲・３⑷②に含む）

　急患センター，北部急患診療所，夜間休日こども急病診療所の運営管理を行う。

139,911 千円 (140,321 千円）
34,700 千円 (5,000 千円）

救急搬送患者の受け入れ病院で，高度・専門的な治療を終えた患者が速やかに他病院に移行できる体
制構築に向けた取組みを行う。

468,533 千円 (468,533 千円）

救急医療体制の充実を図るため，二次救急医療体制の中核として365日24時間応需体制を敷く
仙台オープン病院救急センターの運営に要する経費に対し，補助金を交付する。

11,500 千円 （　―　）

7,450 千円 (7,510 千円）

土，日，祝日等の日中に救急患者を受け入れる病院を輪番で設けることにより，小児救急医療
体制を確保する。

　講演会の開催やパンフレットの配布等により，在宅医療・終末期医療等の普及啓発を行う。

600,286 千円 (690,668 千円）

11,682 千円 (12,255 千円）

174,611 千円 (145,321 千円）

初期から二次救急の患者に対応する医療スタッフを配置している市内の病院で当番制を組み，
救急医療体制の確保を図る。

23,123 千円 (10,000 千円）

夜間・休日の急な病気やけがへの市民の不安解消と，軽症患者の二次・三次救急医療機関への
集中緩和のため，救急医療に関する電話相談の実施及び市民・関係施設への周知啓発の拡充を行
う。

７　医療政策推進・救急体制整備（介護保険事業特別会計を一部含む）

本市の在宅医療の担い手を拡大し，もって医療の質の向上を図るため，在宅での療養生活を支
える事業所への支援を行う。

　高齢者の在宅生活を支えるための医療・介護関係者の連携体制の充実を図る。

484 千円 （　―　）
医療・介護関係者や，各種専門職等が参加する連絡会を設置し，医療介護連携を含む地域包括ケアシ

ステムの深化に向けた課題の把握や検討を行う。

健康的な食生活の実践への支援として，妊産婦，乳幼児から成人までの全年齢を対象とし，訪問によ
る個別相談，集団指導等を行う。また，給食施設を対象とした研修会の開催及び施設巡回による個別の
指導・助言を行い，適切な給食管理・栄養管理を支援する。

1,181 千円 (1,445 千円）
仙台市食育推進会議を開催し，関係機関と連携・協力のうえ，仙台市食育推進計画（第３期）計画を

推進する。また，SNSを活用するなどして，若い世代や子育て世代への食育の普及啓発を強化する。

368 千円 （　―　）
減塩や栄養バランスの啓発等を行う食料品等販売店を登録し，市民の身近な場所における食を通じた

健康づくりの環境整備を図る。

12,166 千円 (12,255 千円）

2,038 千円 (2,279 千円）
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令和６年度予算額 （令和５年度当初予算額）

(9) 仙台歯科医師会在宅訪問・障害者・休日夜間歯科診療所運営費補助

(1) 感染症予防

①感染症発生動向調査
②感染症対策

③結核予防
④エイズ・性感染症対策

・ＮＰＯと協働し，エイズ・性感染症予防啓発及び検査受検促進を行う。

(2) 予防接種

①定期予防接種

②任意予防接種

③予防接種台帳システム運用・保守・改修
④ＨＰＶ（子宮頸がん予防）ワクチン接種費用助成

⑤予防接種健康被害救済
⑥その他予防接種

(3) 新型コロナウイルスワクチン接種

・避難所等における備蓄物資の整備

①福祉避難所用資機材，備蓄物資整備補助
②周産期福祉避難所備蓄物資整備

　　　（国民健康保険事業特別会計，後期高齢者医療事業特別会計，

　　　　介護保険事業特別会計を一部含む）

・滞納整理の強化（財政局，こども若者局，教育局分を含む）

１０　市税等の収納率向上対策

3,525 千円 (3,502 千円）

3,365 千円 (3,365 千円）
160 千円 (137 千円）

1,399,783 千円

　新型コロナウイルスに感染した場合の重症化予防を目的に，定期の予防接種事業を行う。

９　防災・減災対策の推進

(14,864,666 千円）

積極的な接種勧奨の差控えにより，接種機会を逃した平成９年４月２日から平成17年４月１日の間に
生まれた女子のうち，自費で接種した方へ，接種に要した費用を助成する。

48,435 千円 (42,643 千円）

43,085 千円 (45,319 千円）
　おたふくかぜ予防接種事業を行う。

4,268 千円 (2,494 千円）
4,073 千円 (4,073 千円）

14,580 千円 (20,521 千円）

・梅毒感染者の急増に伴い，検査体制の拡充を図るとともに受検者の選択肢を広げ，検査が受けやす
　い環境を整備する。医療機関との連携により性感染症の早期発見及び確実な早期治療によって感染
　拡大を防止する。【新規】

3,634,567 千円 (3,649,256 千円）

3,520,126 千円 (3,534,206 千円）
乳幼児等各種予防接種事業，ＨＰＶ（子宮頸がん予防）ワクチン定期接種事業，成人男性風しん予防

接種事業，高齢者インフルエンザ予防接種事業，高齢者肺炎球菌予防接種事業，県外定期接種費用助成
を行う。

148,479 千円 (130,417 千円）
肝炎ウイルス検査，風しん抗体検査の検査費用を助成するほか，新型コロナウイルス感染症を含む感

染症対策を行う。また，検査技術の維持向上，機器類の精度管理及び備品等の整備を行う。

138,137 千円 (117,618 千円）
17,073 千円 (15,152 千円）

８　感染症対策

319,546 千円 (279,237 千円）

15,857 千円 (16,050 千円）

障害者の口腔衛生の改善向上，休日夜間における歯科医療の確保並びに在宅寝たきり者の歯科
診療の確保を図るため，仙台歯科医師会在宅訪問・障害者・休日夜間歯科診療所の運営に対し，
補助金を交付する。

63,431 千円 (63,431 千円）
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令和６年度予算額 （令和５年度当初予算額）

　民間への委託により，仙台市収納業務集約センターを運営する。

(1) 業務・職場のデジタルシフト

・要介護認定効率化（介保特会）【新規】（再掲）

(2) 業務の集約化

・障害福祉事業関連事務の効率化【新規】（再掲）

(3) データ利活用

①ＰＨＲの利活用による「健康の都 せんだい」の推進【新規】（再掲・６⑴①に含む）

②ＡＩを活用した特定健診受診勧奨（国保特会）

(4) 誰にも優しいデジタル化

①デジタル機器を活用したフレイル予防の推進（介保特会）【新規】（再掲・４⑵②に含む）

②ｅスポーツの活用による高齢者の健康・生きがいづくり推進（再掲・３⑵②に含む）

・低所得世帯への物価高対策緊急支援給付金の給付

①給付金
②事務費

156,166 千円 （　―　）

41,080 千円 （　―　）

234,194 千円 (231,207 千円）

１１　Ｆｕｌｌ　Ｄｉｇｉｔａｌの市役所（集中改革期間）

　　　（国民健康保険事業特別会計，介護保険事業特別会計を一部含む）

10,194 千円 （　―　）

41,080 千円 （　―　）
要介護・要支援認定に係る認定調査業務において，認定調査システムを導入し，デジタル化による業

務効率化及び業務負担の軽減を図る。

156,166 千円 （　―　）
各区等の事務の本庁集約とデジタル技術活用による効率化を進め，負担を軽減することで，適正な事

務執行と市民サービスの向上を図る。

33,672 千円 (13,145 千円）

15,000 千円 （　―　）
　ＰＨＲの利活用等により，市民の健康づくりを推進する機運醸成や健康づくりの環境整備を図る。

14,113 千円 (8,416 千円）

18,672 千円 (13,145 千円）
人工知能を活用したデータ解析を行った上で，効率的できめ細かな受診勧奨を行うことにより，特定

健診受診率向上，生活習慣病の重症化予防に繋げる。

2,384,288 千円 （　―　）

1,900,000 千円 （　―　）
484,288 千円 （　―　）

１２　物価高騰の影響を受ける低所得者等への支援の実施

令和５年度分の給付金の支給を引き続き行うとともに，令和６年度に新たに住民税均等割非課
税及び住民税均等割のみ課税となる世帯へ，１世帯あたり10万円の給付金を支給する。

デジタル機器を活用してフレイルチェックを行い心身の状態を見える化することで，より多くの高齢
者に介護・フレイル予防に取り組んでいただけるよう普及啓発を促進する。

3,919 千円
老人福祉センター２館におけるｅスポーツの体験会の開催のほか，地域住民の自主的活動の支援など

により，健康づくりや生きがいづくりを推進する。

(8,416 千円）
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